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　2011 年度実績は、TPR 運動による省電力化の推進等により

19.1％の削減となり、目標を達成しました（図1）。
　NTT西日本グループのCO2排出要因としては、電力使用・社用車
使用・燃料（ガス・石油）使用があります。
　次項よりそれらの実施結果及び、取り組み等について記載します。

2011年度実施結果

撤去通信設備廃棄物の適正処理

　NTT西日本グループでは、電力消費量の削減に向けた取り組みとして、約10年前から「トータルパワー改革（TPR）運動」を展開しています。当
時は、マルチメディアサービスの展開が進み、ネットワーク接続の長時間化や大容量化に伴うエネルギー消費量の増加抑制が課題となっていま

した。増加するエネルギー消費量抑制のため、設備構築から運用までが対象であった従来の取り組みの枠を研究開発段階まで広げ、トータル的な

削減運動としてTPR運動が開始されました（図2）。
　その後も情報流通社会の進展により、設備の高速・大容量化とそれに伴うエネルギー消費量の増加傾向は継続しており、TPR運動の重要性は

ますます高まっています。
　下図に示すような推進体制で、関連部門が一体となりTPR運動を推進しています。

TPR運動による省電力化の推進

TPR運動とは

図2　2011年度の体制図

図1　CO2総排出量及びCO2排出量原単位の推移

電力使用量のCO2排出係数について

・2004年度までは電気事業連合会発表の係数を使用しています。
・2005年度は、2004年度の係数を使用しています。（0.378kg-CO2）
・2006年度以降は、「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」に基
　づいた各電力会社別の係数を使用しています。
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地球温暖化防止への取り組み
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図3　電力使用量によるCO2排出量の推移
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　2011年度は光・IP系サービスが増加する中、TPR運動の取り組み

により電力使用量が8百万kWh減少しました。またCO2排出係数の増
加により、CO2排出量は2.0万t-CO2増加となりました。（図3）。
　TPR運動の推進や効率的なマイグレーション（世代交代）を進める

ことにより、削減量の拡大に向けて取り組みを進めていきます。

　既存設備の効率向上は省エネルギー化を進める上で基本となります。
通信設備や電源設備の統廃合やユニット数・パッケージ枚数の適正化
等による、設備の使用率を高めることや空調設備の効率化は、日常的
に進められています。

既存設備の効率向上2011年度実施結果

新規導入設備の省電力化

直流給電の推進

高効率設備の導入推進

空調効率の向上

　ICT機器への給電を効率良く行うことは、ルーターやサーバー等
の ICT機器そのものを低消費電力化することや、空調を効率良く行
うこと等と並んで、大きな省エネルギー効果が得られます。直流給
電は、電力の変換回数が交流給電よりも少ないため、消費電力を約

15％（空調電力含む）削減できる省エネルギーな給電方式です。従来
より通信システムで採用されており、NGNサービスの提供に利用さ

れる設備においても96％は直流給電対応です。
　直流給電対応の製品が少ないサーバーやストレージについては、
対応製品拡大に向けてベンダーへの働きかけを行っています。

　新たなサービスに使用する設備だけではなく、ディジタル交換機
についても省エネタイプの交換機への更改を計画的に進めています。
　2011年度は124ユニットの更改を行いました。

　通信設備を正常に運用するため、通信機械室では年間を通して冷
房運転を行っています。
　空調設備の動力に使用される電力は非常に大きいことから、空調
効率の維持・向上には特に気を使っています。
　まず、発熱の多いエリアへの冷気供給効率や通信設備からの排熱
回収効率を気流制御によって向上させる等、通信機械室内の温度環
境最適化を全社的に取り組んでいます。こうした取り組みにより、通
信サービスの安定性を保ちつつ、空調機器による電力消費の更なる

低減につなげることが可能となり、2011年度には0.5百万kWhの電
力使用量削減効果をあげました。
　また、機器の冷却効率の低下を抑制するため、室外機やフィルター

の洗浄を定期的に行っています。室外機洗浄は毎年1～2回実施して

おり、2011年度の電力使用量削減効果は、約35百万kWhと試算し

ています。

地球温暖化防止への取り組み
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クリーンエネルギーシステムの導入

　NTT西日本では、地球温暖化防止活動の一環として、自然エネルギーを利用した発電設備の導入を推進しています。2008年度には、NTTグ

ループ全体の取り組みである「グリーンNTT」が開始されたことを受け、2009年度には「グリーンNTT」の第一弾となる太陽光発電システムの運
用をNTT西日本高知支店で開始しました。
　2011年には、NTTコムウェア・ビリングソリューション九州センターに60kWの発電能力を備えた、太陽光発電システムを設置しました。
　これにより、太陽光発電システムの導入は48施設、2011年度の発電量は年間約741MWhとなりました。（図4）

太陽光発電システム導入例

西日本ロジスティクスセンター

京都支店深草別館ビル

高知支店ビル

三重RT-BOX 三重支店水ヶ平無線中継所西日本本社馬場町ビル

図4　太陽光発電運用状況（2012年3月末現在）
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発  電  量：60MWh/年
静岡支店
南熱海交換所
発  電  量：10.5MWh/年

静岡支店
島田ビル
発  電  量：10.5MWh/年

静岡支店
兵太夫ビル
発  電  量：10.5MWh/年

　名古屋支店
　天白RT-BOX
　　発  電  量：1.1MWh/ 年
　新川清洲RT-BOX
　　発  電  量：1.1MWh/ 年
　瀬戸RT-BOX
　　発  電  量：1.1MWh/ 年
　前芝RT-BOX
　　発  電  量：1.1MWh/ 年
　川田RT-BOX
　　発  電  量：1.1MWh/ 年
　猿投RT-BOX
　　発  電  量：0.5MWh/ 年
　東刈谷RT-BOX－１
　　発  電  量：1.1MWh/ 年
　東刈谷RT-BOX－２
　　発  電  量：1.1MWh/ 年
　水野RSBM
　　発  電  量：0.2MWh/ 年　

神野新田RT-BOX
　発  電  量：1.1MWh/ 年
 飯村 RT-BOX
　発  電  量：0.5MWh/ 年
 拾石 RT-BOX
　発  電  量：0.5MWh/ 年
 津島 RT-BOX
　発  電  量：0.5MWh/ 年
 第一高蔵寺RT-BOX
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 瀬戸 RSBM
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 天白 RSBM
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深溝RT-BOX
　発  電  量：1.1MWh/ 年
生路RT-BOX
　発  電  量：1.1MWh/ 年

　三重支店
　津島崎RT-BOX
　　発  電  量：1.1MWh/ 年
　水ヶ平無線中継所
　　発  電  量：10.5MWh/ 年
　江戸橋RT-BOX
　　発  電  量：0.5MWh/ 年
一身田RT-BOX
　発  電  量：0.5MWh/ 年

名古屋支店
矢田ビル
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京都支店
京都深草別館
発  電  量：21MWh/年

京阪奈ビル
発  電  量：5.3MWh/年

大阪研修センタ
発  電  量：21MWh/年

西日本本社
馬場町ビル
発  電  量：10.5MWh/年

大阪支店
土佐堀ビル
発  電  量：21MWh/年
高津データセンター
発  電  量：40MWh/年

広島支店
宮島口交換所
発  電  量：10MWh/年

愛媛支店
砥部交換所
発  電  量：10.5MWh/年

大分支店
金池ビル
発  電  量：21MWh/年

※太陽光と風力のハイブリッド発電

48ビル総発電量：741MWh

沖縄支店
城間ビル
発  電  量：21MWh/年

鹿児島支店
鴨池ビル
発  電  量：21MWh/年

宮崎支店
宮崎支店ビル
発  電  量：31.5MWh/年

福岡支店
博多ビル
発  電  量：10.5MWh/年

九州センター

金沢支店

金沢鳴和ビル
　発 電 量：10.5MWh/年

金沢支店ビル
　発 電 量：0.2MWh/年

日之出町ビル
　発電量：0.1MWh/年
出羽町ビル（※）
　発電量：0.1MWh/年
増泉ビル（※）
　発電量：0.2MWh/年

富山支店
東田地方ビル－①
　発 電 量：10.5MWh/年
東田地方ビル－②
　発 電 量：0.1MWh/年

高知支店ビル
発  電  量：238MWh/年

発  電  量：168MWh/年
西日本ロジスティクスセンター

地球温暖化防止への取り組み
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TOPICS・運用改善によるオフィスフロアの更なる電力使用量削減

　オフィスフロアの電力使用量削減については、大きく分類すると「設備更改によるもの」と「運用改善によるもの」に分けることができます。
更なる電力使用量削減を目的に、オフィスフロアに対して電力使用の運用改善を行いました。運用改善の手順としては、①計測ツールを活用し

た電力使用状況の把握、②分析・対策ポイントの抽出、③具体的対策の立案と実行、④対策の効果確認、を順に進めていきます。実施結果として

は、オフィスフロアの電力使用量を約9%削減することができました。また各種手順における実施結果をノウハウとして蓄積し、マニュアルと

して全国展開しました。
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機
器
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の
他

◯パソコンモニター省エネ設定 ◯パソコンスタンバイモード移行設定 ◯パソコンモニター照度変更

◯昼休みの照明消灯 ◯不要照明の消灯 ◯就業時間前の照明点灯
　ルールの明確化

◯エレベーターホール照明の昼間点灯
　台数の抑制

◯コピー機・プリンター
　帰宅時主電源OFF

◯印刷／コピー枚数抑制 ◯原単位によるOA機器台数制限

◯パソコン帰宅時コンセント抜去

◯エレベータの利用抑制 ◯温暖期の暖房便座停止

◯ポットの待機電力カット

◯コピー機・プリンター省エネモード
　ルールの明確化

◯氷蓄熱ユニット
　運転スケジュール見直し

◯食堂閑散時間帯の不要電力カット

◯プリンター集約
　（人数当り台数制限）

◯昼休みの空調OFF ◯不要換気ファンの停止（夜間・休日等）

空調　　 照明　　OAコンセント 空調　　 照明　　OAコンセント

電力使用状況の把握 効果確認

279kwh/日 251kwh/日 昼休み・時間外等
照明消灯・空調停止の徹底

電
力
量
（kw
h/

日
）

電
力
量
（kw

h/

日
）

（時） （時）

オフィスビルの電力使用状況の把握と効果確認（一例）

運用改善により作成した省エネ施策マップ

地球温暖化防止への取り組み
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6 地球温暖化防止への取り組み

1.適正冷房（室温28℃）、適正暖房（室温20℃）の徹底
　NTT西日本グループは、夏期においては室温を28℃、冬期においては

室温を20℃に設定することを徹底しています。
　この取り組みによる年間削減電力量（想定）は約750万kWhとなりま

す。これは、甲子園球場約140個分に等しい面積の森林が1年間に吸収す

るCO2量に匹敵します。

2.各種節電施策の実施
　社員一人ひとりの節電意識の高揚を図るために、電灯、空調、OA機器
等の不必要／不使用時の電源オフについて更なる徹底を実施しています。

主な取り組み内容

撤去通信設備廃棄物の適正処理

　NTT西日本グループが所有している主な建物で消費する、
ガス燃料（主にCGSで使用）、石油燃料（主にボイラーで使用）
からのCO2排出量の2011年度実績は約1.17万t-CO2（前年度
約1.30万t-CO2）であり、燃料（ガス、石油）によるCO2排出量
は全社的な節減努力により前年度より0.13万 t-CO2 の削減と

なりました。（図5）
　今後も引き続き、燃料（ガス・石油）の消費量節減に向けて取
り組んでいきます。

　地球温暖化防止に向けた取り組みについては、2005年度より「夏の適正冷房（室温28℃）の徹底」、 「冬の適正暖房（室温20℃）の徹底」をはじめ

とした各種節電施策をNTT西日本グループ一体となって取り組んでいます。

啓発用ポスター（2011年夏）

啓発用ポスター（2011年冬）

ガス・燃料の削減

2011年度実施結果

図5　ガス・燃料によるCO2排出量の推移
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社用車からのCO2排出量抑制

図6　社用車におけるCO2排出量の推移

図7　エコ・ドライブ実践マニュアル

　NTT西日本グループでは、社用車の使用に伴うCO2排出量
を抑制するため、次に示す「エコ・ドライブ運動」に取り組んで

います。また、車両台数の適正化及び低燃費車・低排出ガス車の

導入も積極的に行っています。2011年度の社用車からのCO2

排出量は3.01万t-CO2となりました（図6）。

　NTT西日本グループでは約1万4千台の社用車を保有しています。
これら社用車の使用に伴うCO2排出量を抑制するために、従来から

実施してきた「アイドリングストップ運動」の取り組み内容に、新た

に環境にやさしい運転方法についての内容を加え、「エコ・ドライブ

運動」として2004年度から取り組みはじめました（図7）。
　更に社員意識の向上施策として、（社）日本自動車連盟（JAF）が主

2011年度実施結果

エコ・ドライブ運動

2001年までは、NTT西日本を対象としています。

2002年度よりNTTネオメイトグループ、NTTマーケティングア
クトグループを対象としています。

2007年度よりNTT西日本39社及び、NTTビジネスアソシエ西日
本を対象としています。

※1

※2

※3

1.32

0

1

2

3

4
（万ｔ-CO2）

‘00

1.10

‘01
※1 ※2 ※3

2.82

‘02

3.15

‘03

3.41

‘04

3.37

‘05

3.24

‘06

3.37

‘07

3.16

‘08

3.12

‘09 ‘11

3.24

‘10

3.01

（年度）

催する「エコ・ドライブ宣言」に参加する取り組みを進め、社用車を運
転する社員を中心に約5万人の社員が宣言書に署名し、環境に優しい

運転を推進しています。
　2011年度には、更なるエコ・ドライブの定着を目的に、（社）日本
自動車連盟（JAF）の協力をいただきながら、支店やグループ会社を

対象にしたエコドライブ講習会を実施しています。 

地球温暖化防止への取り組み
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